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2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震では，330件に及ぶ多数の火災が発生した．津波被害の
大きい東北地方だけでなく，関東地方においても多くの火災が発生した．本研究では，消防本部から提供
された火災データに基づき，出火点の推定地震動を付加した火災データベースを構築し，地震動に起因す
る火災（従来型火災）の出火原因の内訳を明らかにした．また，関東地方で発生した従来型火災の出火日
時と累積出火割合の関係を分析し，電力が供給されていれば停電に関係なく電気火災が発生することを示
した．推定した震度曝露人口から，出火原因ごとに震度別出火率を算出した． 
 

     Key Words : the 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake, post-earthquake fires 
 
 
1. はじめに 
 2011年東北地方太平洋沖地震では，330件もの火災が
発生1)し，1都10県に及ぶ大規模かつ広範囲に被害が発生
した．しかしながら，火災の全容は十分に明らかにされ
ておらず，今後の防災対策につなげていくために，火災
の特徴を明らかにすることが喫緊の課題である． 
本研究では，東北地方太平洋沖地震により火災が発生
した消防本部から提供された火災データに基づき，地震
動に起因する火災（津波に起因する津波型火災と区別す
るため，従来型火災と呼ぶこととする）について，その
特徴を明らかにすることを目的とする．本研究のフロー
を図-1に示す．  
 
 
2. 既往研究と本研究の目的 
 
 近年発生した被害地震で，100件を超える火災が発生
した地震は，1995年兵庫県南部地震のみである．被災地
域全体で285件もの火災が発生2)し，大きな被害を及ぼし
た．出火原因は，「不明」の146件を除けば，全285件の
うち「電気による発熱体」が29.8%（85件）と最も多く，
兵庫県南部地震以降，電気火災対策の重要性が広く認識
されるようになった3)． 
東北地方太平洋沖地震における火災については，関

澤・佐々木4)は，消防庁被害報を元に，市町村の震度情
報を使って，震度別出火率を算出している．また，市町
村別の建物倒壊率と出火率の分布を示し，出火率と建物
倒壊率との間に顕著な相関関係が見られないとしており，
樋口ら5⁾も，同様の指摘をしている．廣井ら6⁾は，現地
調査と消防機関等へのヒアリング結果を基に，津波型火
災の出火要因，延焼要因，消防活動阻害要因，避難阻害
要因，を集約し，その構造化を行っている． 
 従来型火災と津波型火災では，発生機構が大きく異な
っていることから，本研究では，既往の研究では十分に
検討されていない，出火原因，出火日時，出火場所の詳
細な地震動との関係について，その特徴を明らかにする
ことを目的とする．  
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最も多く， 次に震度5強の約580万世帯，震度6弱の約182
万世帯，震度6強の約19万世帯となった． 
 
(2) 震度別出火率 
 (1)で示した震度曝露人口を用いて，従来型火災の震
度別出火率の算出を行った（図-9）．ガス・油類は，震
度が大きくなるに従って，出火率が高くなる傾向が見ら
れた．電気は，概ね震度と出火率の間には正の関係が見
られるものの，震度6強よりも震度6弱において出火率が
最大になった．この原因としては，揺れの大きい地域で
は，停電が長期化したため，電気火災が発生しなかった
ためと考えられる．  
また，震度6強の出火率と震度5強，5弱の出火率との
間に大きな差が見られなかった．関澤・佐々木4)や樋本
ら5)の，建物倒壊率と出火率との間に相関が見られない
との指摘がなされているが，震度と出火率の間には概ね
正の相関があると言える． 
 兵庫県南部地震では，全285件の火災の約半数の146件
が出火原因が不明とされた．そのため，原因が判明して
いる火災だけを対象とすると出火率が過小に評価される．
そこで，出火原因が判明している火災件数に，原因不明
の火災件数を出火原因の比率で案分したものを加算し，
この原因別の出火件数を使って出火率を算出した（図-
9）．電気については，兵庫県南部地震の出火率は，震

度6弱で東北地方太平洋沖地震の約3倍，震度6強で約20
倍となった．ガス・油類は，震度6弱で約2倍，震度6強
で約2倍となった．  
  
 

 
図-7 出火原因別出火日時と累積出火割合の関係 

 
図-8 出火原因（電気・中分類）別出火日時と累積出火割合の関係 
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表-5 震度曝露人口（世帯数） 
計測震度 7) 世帯数 10) 
５弱 10,299,789 
５強 5,793,118 
６弱 1,817,844 
６強 189,426 
合計 18,104,004 

 

 
図-9 従来型火災の震度別出火率（72時間以内） 
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7. まとめ 
 
本稿では，東北地方太平洋沖地震における従来型火災
の特徴について検討した．本研究で得られた結果をまと
めると以下の通りである． 
・ 東北地方太平洋沖地震で発生した火災の住所，出火
日時，覚知日時，焼損面積，出火原因，火災種別，
推定地震動からなるデータベースを構築した． 

・ 建物火災のうち，従来型火災の不明を除く出火原因
の内訳は，電気を原因とする火災が支配的であり，
兵庫県南部地震と同様の結果となった． 

・ 建物火災のうち，焼損面積の内訳を見ると，大部分
は単体火災であり，1000m2を超える火災は発生しな
かった．  

・ 出火原因別に出火日時と累積出火割合の関係を示し，
停電がほとんど発生しなかった関東地方において，
多数の電気火災が発生していることを示した．これ
により，電気火災は停電後の復電時のみならず，電
力が供給されていれば発生のリスクがあることが示
された． 

・ 出火点ごとに250mメッシュの推定計測震度を付加
し，世帯数あたりの出火原因別の出火率を算出した．
その結果，ガス・油類は震度が大きくなるほど，出
火率は上昇する傾向が見られたが，電気については
震度6弱の地域がもっとも出火率が大きくなった． 

  
東北地方太平洋沖地震では，大規模な延焼火災は発生
していないものの，電気火災リスクは小さくないことが
示された．電力供給信頼性の高い首都圏においては，揺
れが大きい地域において地震後も停電しない可能性が高
く，兵庫県南部地震と同様に，揺れが大きいほど出火率
が高くなることが推測される．電力の安定供給と地震時
の早期復旧は社会的に望まれているが，電気火災の発生
抑止という観点からは，地域の火災リスクを踏まえた戦
略的な供給停止や，関係機関と連携した供給再開といっ
た，地震時の供給停止や復旧のあり方について，ステー

クホルダーによる議論が必要であると著者らは考えてい
る．今後発生が強く懸念される首都直下地震や南海トラ
フの巨大地震における火災対策において，電気火災対策
の重要性を改めて再認識する必要があると言えよう．  
 
謝辞：貴重なデータ提供をいただきました消防機関の関
係者の皆様に，心より御礼申し上げます．エイト日本技
術開発の末冨岩雄氏，福島康宏氏には，東北地方太平洋
沖地震における推定地震動データをご提供いただきまし
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CHARACTERISTICS OF NON-TSUNAMI INDUCED FIRES 
 DUE TO THE 2011 OFF THE PACIFIC COAST OF TOHOKU EARTHQUAKE 

 
Yasunori HADA and Yuhei HARADA 

 
Around 330 post-earthquake fires were occurred duw to the 2011 off the Pacific coast of Tohoku 

Earthquake. Not only in Tohoku region with devasted tsunami damages but also in Kanto region, there 
were large number of outbreaks of fires. In this study, firstly, fire incident database based on data provid-
ed by affected fire departments was developed. Secondly, electric fires was shown as dominated cause of 
conventional fires (non-tsunami induced fires). Thirdly, based on relations between time of outbraeks of 
fires in Kanto region cumulative outbreak ratio, electric firs occurred without power outage. Finally, fire 
outbreak ratios according to seismic intensities and causes of fires were calculated. 
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